
勝浦市高校生等通学定期券購入費補助金交付要綱

（趣旨）

第１条 この要綱は、公共の鉄道及び路線バスの通学定期乗車券（以下「定期券」とい

う。）を購入し通学する高校生等のある世帯の経済的負担の軽減により、子育て環境の

向上を図るとともに公共交通の利用促進を図ることを目的として、予算の範囲内におい

て、高校生等通学定期券購入費補助金（以下「補助金」という。）を交付することに関

し、必要な事項を定めるものとする。

（用語の定義）

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところに

よる。

(1) 高等学校等 学校教育法（昭和２２年法律第２６号。以下「法」という。）第１条

に規定する高等学校、特別支援学校（高等部に限る。）、高等専門学校（第１学年か

ら第３学年までに限る。）及び法第１２４条に規定する専修学校（高等課程に限

る。）をいう。

(2) 高校生等 高等学校等に通学する者をいう。

(3) 保護者 法第１６条の規定による保護者をいう。

（補助対象者）

第３条 補助金の交付を受けることができる者は、次の各号のいずれかに該当する者とす

る。

(1) 勝浦市内に住所を有し、かつ、市外の高等学校等に通学するために定期券を購入し

た高校生等（未成年の場合は、その保護者）

(2) 勝浦市外に住所を有し、かつ、市内の高等学校等に通学するために定期券を購入し

た高校生等（未成年の場合は、その保護者）

２ 前項の規定にかかわらず、当該定期券の購入に対して他の助成を受ける者は、交付の

対象としない。

（補助金の額）

第４条 補助金の額（以下「補助額」という。）は、当該高校生等が自宅から通学する高

等学校等までの区間の定期券の購入金額（以下「基準額」という。）の合計に１００分

の３０を乗じて得た額（１円未満の端数が生じたときは、その端数を切り捨てた額とす

る。）とする。ただし、次の各号に掲げる定期券及び期間については、補助金の対象と

しない。

(1) 特急券（定期券用月間料金券）及び新幹線定期券

(2) 当該年度に属さない定期券の期間

(3) 当該高校生等が高等学校等に在学する期間の月に属さない定期券の期間

(4) 紛失等により定期券を再購入した場合等、この要綱により補助を受けて購入した定

期券と重複する期間

（日割りによる補助）



第５条 前条第２号から第４号までの規定により、補助額を算出する場合において、基準

額は、日割計算により減額するものとする。

２ 前項の日割計算の方法は、基準額に、当該定期券の期間の日数から減額を要する日数

を減じたものを乗じて得た額を、当該定期券の期間の日数で除して得た額（１円未満の

端数があるときは、その端数を切り捨てた額とする。）とする。

（補助金の交付申請）

第６条 補助金の交付を受けようとする者（以下「申請者」という。）は、当該定期券を

購入した日から起算して７ヶ月を経過した日又は当該年度の３月３１日のいずれか早い

期日までに勝浦市高校生等通学定期券購入費補助金交付申請書兼請求書（別記第１号様

式）に、次の各号に掲げる書類を添付して、市長に提出しなければならない。

(1) 定期券を使用する高校生等の学生証又は在学証明書等の在学を証する書類

(2) 定期券の写し又は氏名、金額、定期券の種類、有効期限及び利用区間が記載された

領収書

(3) 定期券を使用する高校生等の住民票（市外在住の場合）

(4) その他市長が必要と認めるもの

（補助金の交付決定等）

第７条 市長は、前条の規定による申請があった場合は、その内容を審査し、補助金交付

の可否を決定するとともに、勝浦市高校生等通学定期券購入費補助金交付（不交付）決

定通知書（別記第２号様式）により、申請者に通知するものとする。

（補助金の返還）

第８条 市長は、補助金の交付の決定を受けた者（以下「交付決定者」という。）が次の

各号のいずれかに該当するときは、補助金の交付決定の全部又は一部を取り消し、既に

補助金が交付されているときは、当該補助金の全部又は一部を返還させることができる。

(1) 偽りその他不正な手段により補助金の交付決定又は交付を受けたとき。

(2) 通学方法の変更その他の交付要件の変更により、市長が補助金を返還させることが

適当と認めるとき。

(3) この要綱の規定に違反したとき。

２ 市長は、補助金の交付決定の全部又は一部を取り消したときは、勝浦市高校生等通学

定期券購入費補助金交付取消決定通知書（別記第３号様式）により、交付決定者に通知

するものとする。

（補則）

第９条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、市長が別に定める。

附 則

この告示は、令和５年４月１日から施行する。

附 則（令和６年３月２１日告示第４０号）

この告示は、令和６年４月１日から施行する。

附 則（令和６年７月１２日告示第７５号）

この告示は、公示の日からから施行する。


